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「労働の人間化」という用語は、わが国でも最近かなりに普及し、これを主題とする著書も何冊か出版され、また、
（１） 
教科書風の書物にも登場するようになった。ＱＷＬ（ｐ巨巴ご・【三・三口、口【の）労働生活の質という語もほぼこれに
（２） 
見合うものとして用いられる。しかし、ふたつの用睾叩とも、現在までのところ、その試みはあるものの、明確に定義
され、一般的に承認された概念とはなっていない。これは、これらの用語の発生した欧米諸国においても同様で、現
在までのところ、キャッチ・フレーズ、スローガンとみなすことが適当であろう。これらの用語はまた、次のような
語と密接に関連している。産業民主主義貢カンジナピァ諸国におけるもの）、職場レベルの参加、新作業組織、職
務満足、労働疎外対策、ソシオ・テクニカル・アプローチ、働き甲斐（日本におけるもの）、職務設計、（新しい見地
による）労働条件・環境改善など。例示した語の性格もキャッチ・フレーズ的なものから、経営技法的なものまで多
様である。しかし、これまでに記した一連の用語は、ある種の中心的問題状況と問題解決の方向を共有していると考
えられる。
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二八
共通の中心的問題状況としては、工業化の発達した産業社会における労働疎外的な事態をあげることができよう。
労働疎外的な状況は、産業革命以降、あるいは、大量生産工業に科学的管理法が適用されて以来、一貫しているので
あるが、一九六○年代から一九七○年代の初めに、欧米資本主義国で問題が深刻化し、まず経営者が対応を迫られた。
こ
の
時
期
に
は
、
無
届
欠
勤
の
日
常
化
、
労
働
移
動
の
増
大
、
労
働
現
場
に
お
け
る
不
満
と
紛
争
、
製
品
の
品
質
の
低
下
な
ど
、
労
働
疎外症候群とよぶ）が顕著となり、ベルト・コンベアを廃止したスエーデンのポルポ社カルマルエ場に象徴されるよ
うに、経営者も具体的な対策をとらざるを得なくなった。日本においても、この頃、労働移動が活発化し、若者の労
働に関する態度の変化があり、経営者は働き甲斐対策について関心を示した。従って、中心的な問題状況は、労働疎
外一般というよりは、労働疎外症候群に何らかの対応が迫られるようになった事態であると言えよう。ところで、労
働
疎
外
症
候
群
の
深
刻
化
と
い
う
現
象
は
、
経
営
に
お
け
る
工
学
的
技
術
と
管
理
技
術
が
、
生
産
な
ど
の
業
務
を
担
当
す
る
労
働
者
の
（３） 
「人間的」側面との調和を考慮せずに独自に発展する傾向があったことと関連している。この傾向は、技術の発展に
も
か
か
わ
ら
ず
、
あ
る
い
は
、
そ
れ
ゆ
え
に
、
労
働
者
の
安
全
と
健
康
が
依
然
と
し
て
損
な
わ
れ
（
悪
化
し
）
、
あ
る
い
は
経
営
的
合
理
性のゆえに変則的勤務が増大する現象をももたらした。また、工学的技術と管理技術は、機能的分化の顕著な大規模
経営において、専門的技術者、専門的経営者によって担われたのであるが、その反面として、一般作業者はこれらの
機能を分担することを拒否され、この分業関係は社会的に確立されていた。
深刻化した労働疎外症候群あるいは安全・健康上の問題に対応するため、それ以前から、それぞれ理論的背景があ
り業績を蓄積していた、職務設計、ソシオ・テクニカル・アプローチ、人間工学、行動科学などが、現実の産業の場
面
で
、
一
定
の
拡
が
り
と
期
待
を
も
っ
て
、
適
用
さ
れ
る
よ
う
に
な
っ
た
。
一方、労働疎外症候群が顕著となるについては、経営内における技術的条件に加えて、労働市場の状況、企業外に
おける物的生活水準の向上、社会的・人間的条件などの変化を指摘する者が少なくない。第一には若い世代の教育水
準が高まったこと、労働に関する態度が変化したことなどがあり、従来のように労働現場の作業者が、命じられるま
まに単調労働を行なうことに必ずしも期待できなくなった。技術革新のすう勢が労働の単調化を促進する一方で、労
働者の欲求内容は高度化したとの認識である。第一一に、西欧資本主義国では、市民社会において政治的民主主義が確
立しているが、これらの国で影響力の強大な社会民主主義政党は、民主主義を企業内にも確立する政策を推進した。
これは、経営における意思決定への参加として、立法による代表参加（労働者重役制）、労使協議制の充実と労働組
合の代表の参加などの形をとったが、他方、ノルウェー、スエーデンなどを中心に、ヨーロッパ諸国で職場レベルの
一般従業員による経営への直接参加を推進する動きもみられた。このように、労働疎外症候群とは一応別個に労働の
場以外の経済的・社会的。政治的等の環境条件から職場レベルでの変革が迫られたのである。
つぎに、共通的な問題解決の方向については、問題認識の中に暗黙のうちに含まれているように、労働疎外をもた
らしている物的・組織的条件、とくにテイラー（司・三・目星』・円）的な管理方法を再検討すること、労働者の労働に
対する態度・要求に対応する仕事の場を設けて経営に労働者を統合することであり、仕事・組織を人間に適合させる
、
、
、
こととも一一一口い表わすことができよう。労働の人間化、労働生活の質などの用語が登場するゆえんである。
問題解決にあたって、生産性、あるいは経営効率が、副次的な目的として、または施策の結果として考慮されるこ
ともほぼ共通である。資本主義の経営は、「労働の人間化」を公式上の主目標として掲げるとしても、生産性や経営
効率の維持向上を全く考慮しないことはあり得ない。「労働の人間化」を公式の目的に掲げつつも、実際上はそこか
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らもたらされる生産性の改善に経営者の関心があることもあろう。そのために、労働組合は、しばしば経営者のいう
「労働の人間化」をまやかしとみなしてきたのである。もちろん、経営者の主たる関心が生産性の向上にある場合に、
ｂ
、
経営者が「労働の人間化」を目標としているとはみなし得ない。しかし、他国で「労働の人間化」の手段である施策
、
、
を
生
産
性
向
上
の
意
図
で
輸
入
す
る
場
合
ｌ
後
述
の
よ
う
に
日
本
は
そ
れ
に
該
当
す
る
Ｉ
こ
れ
を
「
労
働
の
人
間
化
」
施
策
で
な
い
とみなすことも不適当であろう。この点と関連し、社会主義国が、資本主義国におけると類似した経営上の施策を社
会的生産力発展の見地から導入する場合も「労働の人間化」施策に含めて差支えないであろう。以上を通じ、「労働
の人間化」に当っては、最低限、長期的な生産性の維持が考慮されていると言ってよかろう。
「労働の人間化」についての共通の認識、問題解決の方向に共通性はあるものの、関係者の接近の方法等に差異が
あることも明らかである。例えば、労働疎外症候群対策として登場している諸対策は、何らかの人間仮説（人間像）
を設定している。人間工学的なアプローチにおいては、生理的・心理的人間が前提とされている。わが国で紹介され
て来た職務設計では、マズロー（少・国・三四ｍ］・ゴ）、ハーッバーグ（国・国貝呂貝、）、マクレガーｅ・言ＯｏＨ①、○円）等の
心理学的・行動科学的人間が想定され、仕事において自己実現を求める人間像が想定されている。ソシオ・テクニカ
ル・アプローチではより複雑な人間仮設がおかれる。これらは、テイラーの想定した機械論的人間、経済人的人間を
否定するものである。この種の人間仮説の相違は、中心課題に接近する専門分野およびその中の理論の相違に由来す
るものである。キャッチ・フレーズとしての「労働の人間化」に挑戦する学派の違いは、共通の概念を定着させるこ
とを困難とする背景となっている。学問的方法の相違は、さらにこの問題に関係する主体およびレベルの相違とも関
って、具体的問題領域と具体的施策の性格の相違となる。例えば、人間工学的接近では、身体的負荷や精神的緊張を
「労働の人間化」に関与する政策主体は、いくつか考えられるが、これはまた「労働の人間化」施策のレベルや方
法の違いとなる。「労働の人間化」が経営者の施策として行なわれてきたことは明らかで、これを労働人間化（ＱＷ
Ｌ）的管理とよぶことができよう。この管理は、心理学的・社会学的理論などを背景とした技法として、あるいは職
場レベルの日常的な直接参加として実現されてきた。労働組合は、これらに対し、中立、推進、反対などの立場をと
っ
て
き
た
。
一
方
、
各
国
政
府
は
、
立
法
や
財
政
的
助
成
措
置
な
ど
を
通
じ
て
「
労
働
の
人
間
化
」
に
関
っ
て
き
た
。
こ
れ
を
労
働
人
間
化（ＱＷＬ）的社会政策とよぶことができよう。労働人間化的社会政策のこれまでにあらわれた内容は、労働人間化
的管理の研究・普及・助成、安全。健康を中心とする立法、職場レベルの協議の促進、勤務制度の再検討、社会指標
の作成などである。政策の内容は拡大する可能性がある。各国の政策で相当に重要視されている安全。健康に関する
規制は従来から行なわれてきたものであり、労働人間化的社会政策に含めることに疑問がないわけではない。しかし、
前述の通り問題発生の背景を同じくしており、また、立法。政策の発想において転換があること（安全・健康の維持
に対する積極的意欲、安全委員会筆による参加、心理的問題への配慮など）は無視し得ない。労働組合、経営者団体
およびこれらと連携する政党がこの種の政策に影響を与えようとすることは言うまでもない。
労働人間化的社会政策において、労働生活の質を問題とする考え方では、生活に関連する諸問題を包括的に、また
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も
た
ら
す
よ
う
な
、
作
業
環
境
お
よ
び
安
全
・
衛
生
、
勤
務
制
度
、
作
業
ス
ピ
ー
ド
、
作
業
姿
勢
な
ど
を
問
題
と
す
る
傾
向
が
あ
る
の
に
対して、心理学的・社会学的接近では、職務設計、自律的作業集団を問題とすることが多い。そのほか、ＩＥ的接近
では心理的要素を考慮して、工程、工場を設計する。また、組織開発（ＣＤ）的接近では、組織における問題を発見
し、改善、定着させる。
以上、「労働の人間化」に関する共通的問題認識と対応の方向、内容の差異とその背景について検討した。キャッ
チ・フレーズとしての「労働の人間化」は、さまざまな概念規定ができ、しかもしばしば問題領域はあまりも拡散す
る。そこで、本論文では、共通的問題認識と対応をもっとも明確にあらわしている分野として、職務設計を含む作業
組織（二日丙。温目雷蝕。ご）に焦点をしぼり、その他の分野は背景として考慮することとしたい。なお、現実の場面
で
は
、
ス
ロ
ー
ガ
ン
と
し
て
「
労
働
の
人
間
化
」
を
推
進
し
よ
う
と
す
る
労
働
組
合
は
、
こ
の
よ
う
に
問
題
を
狭
く
限
定
す
る
こ
と
に
は
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新たな視点から見直そうとしている。その際に、労働の場における問題が、一般社会に影響を及ぼすとの立場をとる
者も勘馳・これは、環境が経営内に影響を及ぼすのと逆方向の関連を認めるものである。労働生活の質を問題とする
立場に対応する政策としては、総合的福祉を目標とする経済計画や労働生活の質の尺度としての社会指標の作成をあ
げることができよう。この立場では問題領域を無限定に拡大して「労働の人間化」の意味をいっそうあいまいにする
おそれがある。しかし、総括的に労働生活に関する領域を取り扱うことによって、従来見過されてきた労働者にとっ
ての重大な障害とその位置を明らかにすることができるというメリットがある。この立場においても、労働者または
人間中心に、その欲求の実現を目標としている点で、また、労働疎外症候群などの労働の場における問題を取り扱っ
ている点で、他の立場と共通の分野と課題をもっている。労働人間化的管理では、独自の価値観、感情、欲求を個別
経営レベルで統合しようとしているとみなすことができるが、労働人間化的社会政策とくに労働生活の質の立場にお
けるものでは、国家レベルでの統合を目指すとみなすことができよう。国内における少数者、婦人、高齢者などの権
利要求が高まるに従い、これに対応する政策がとられる傾向にあるが、右の国家的統合の一環とみなされることがあ
ろ。
日本における経済の高度成長期を、一九五五～七三年とみなすと、その後半において、労働疎外症候群が問題とさ
れるに至った。進学率の向上に伴って、新規学卒者の採用は中学卒から高校卒に切り換えられ、高校卒の現場配置に
より、その処遇や働き甲斐対策が経営者の課題となった。欠勤率が生産に影響するような事態はほとんど現れなかっ
たが、任意的な離職は相当増大し、単調労働分野では相対的に高い水準に達した。単調労働に起因する不満が、労使
間の紛争として現れるといった事態はほぼなかったと言ってよい。しかし、技術革新に伴って、健康と安全問題が重
要性を増し、すでに六○年代半ばに、キー。パンチャーの健康障害対策が、政策の課題となった。欧米資本主義国に
比較し、労働疎外症候群は深刻化しなかったと判断されるが、経営者をはじめ関係者の関心を集めたことは明らかで
ある。経営者が、先取り的に対応したために、労働疎外症候群の深刻化を未然に防止し得たとの主張もみられる。た
しかに、実際的効果は計測し得ないとは言え、小集団活動、職場懇談会、人間関係的施策、企業福祉の増進などの措
置が、主として従業員の定着対策として採用された。少数の企業は、欧米諸国における経験をふまえて、労働人間化
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批判的である。各国政府の関連政策もこれまでのところ安全。健康、作業条件・環境改善に相当重点をおいてきた。
ただし、これらの政策に変化はあるものの従来のものとの差は必ずしも大きくないので、「労働の人間化」を新しい
動向として捉える際は、その性格がもっとも顕著にあらわれている分野に関心を集中する研究方針が妥当と考える。
ただ、経営内。外は相互浸透的、オープンなものであるから労働人間化的社会政策との関連も背景として無視できな
い。
二
日
本
に
お
け
る
展
開
経
過
以
上
の
よ
う
に
、
少
数
の
企
業
で
、
労
働
疎
外
症
候
群
に
対
応
し
て
、
労
働
人
間
化
的
管
理
が
採
用
さ
れ
た
が
、
政
府
も
こ
の
頃
、
単
調
労
働
問
題
の
検
討
に
着
手
し
た
。
す
な
わ
ち
、
労
働
省
は
一
九
六
七
年
六
月
「
単
調
労
働
専
門
家
会
議
」
を
設
置
し
た
。
そ
の
指
導
の
もとに、翌年、この主題に関する最初の大規模な調査が行なわれ、さらに七○年、関連した労務管理実態調査が行な
われている。しかし、これらの調査から関連政策が積極的に打ち出されるには至らなかった。
労
働
人
間
化
的
社
会
も
の
に
見
合
う
政
策
と
し
て
は
、
第
一
次
石
油
危
機
以
前
に
、
労
働
省
が
「
労
働
者
生
活
ビ
ジ
ョ
ン
懇
談
会
」
を
設け、「豊かな勤労者生活」を描いた。ビジョンの中で仕事そのものについても若干の関心は示されたが、定年延長、
週
休
二
日
制
な
ど
が
と
り
あ
げ
ら
れ
た
。
こ
の
ふ
た
つ
の
項
目
に
つ
い
て
は
、
石
油
危
機
後
の
雇
用
情
勢
が
好
転
す
る
と
と
も
に
、
労
働
省が指導を強化した。余暇を含む生活全体から、また特にライフ・サイクルを通じて、生活上の不安・不満の緩和を
図
り
、
日
本
の
実
情
に
即
し
た
生
活
の
質
の
向
上
を
図
ろ
う
と
す
る
動
き
は
、
政
府
全
体
と
し
て
も
、
三
木
内
閣
の
ラ
イ
フ
・
サ
イ
ク
ル
計画（村上泰亮等の提言、一九七五年）、経済企画庁『総合社会政策を求めて』（一九七七年）などとなって現われた。
日
本
に
お
け
る
「
労
働
の
人
間
化
」
の
動
向
と
そ
の
特
質
三四
的
管
理
を
採
用
し
た
が
、
こ
れ
は
、
経
営
者
の
右
の
よ
う
な
対応策の一種とみなすことができる。例えば、東洋通信機㈱では、
一九七○年七月のある日、ベルト・コンベアの作業者の半数に近い女子従業員が突然無断欠勤し、組立ラインが停止
（５） 
したことが直接のきっかけとなり、コンベアによる速度規制一と廃止して、円形テーブルによる作業方式を導入した。
また、東京ガス㈱においては、それまで採用に問題がなかったが、’九七○年三月卒業生の高卒現場作業員の採用が
困難となったことを契機に、労務管理全般の見直しを行なうとともに、その一環として全社的職務再編成を行なった。
こ
の
前
段
階
で
会
社
が
実
施
し
た
従
業
員
態
度
調
査
で
は
、
会
社
に
対
す
る
帰
属
意
識
が
低
く
、
仕
事
に
や
り
甲
斐
を
感
じ
な
い
と
す
る
（５） 
意見が多いことが一示された。
な
お
、
労
働
組
合
の
一
部
に
は
、
組
合
員
の
生
涯
お
よ
び
生
活
全
体
を
見
通
し
た
プ
ラ
ン
を
樹
立
し
、
長
期
的
な
観
点
と
し
て
実
現
し
よ
う
と
す
る
動
き
が
み
ら
れ
た
。
こ
れ
は
政
府
の
統
合
的
見
地
と
見
合
う
も
の
と
言
え
よ
う
。
労
働
人
間
化
的
管
理
の
先
行
的
な
導
入
に
つ
い
て
は
既
に
述
べ
た
が
、
そ
の
組
織
化
は
以
下
の
よ
う
に
進
展
し
た
。
す
な
わ
ち
、
’
九
七
二
年
九
月
、
労
働
生
活
の
質
に
関
す
る
国
際
会
議
が
ニ
ュ
ー
・
ヨ
ー
ク
で
開
か
れ
、
日
本
か
ら
は
、
武
沢
信
一
が
参
加
し
た
。
武
沢
は
、
上
記
の
会
議
を
推
進
し
た
研
究
者
の
要
請
を
う
け
て
、
「
日
本
Ｑ
Ｗ
Ｌ
委
員
会
」
を
組
織
し
た
。
こ
の
委
員
会
は
少
数
の
枅
光
者
の
焦
り
で、「ＱＷＬレポート」を二種刊行した。『欧米諸国におけるＱＷＬ問題』（’九七四年）では、ＱＷＬの背景を概観
するとともに、武沢による問題の整理が行なわれている。『単調労働の働きがい対策』二九七四年）は、近藤隆雄の
執
筆
に
な
り
、
労
務
管
理
担
当
者
の
問
題
意
識
と
働
き
甲
斐
対
策
を
調
査
し
た
も
の
で
あ
る
。
日
本
Ｑ
Ｗ
Ｌ
委
員
会
は
そ
の
後
、
積
極
的
に活動したと言えない状況である。
一方、労働人間化的管理に関する研究や情報を扱う機関として、社団法人日本能率協会に、「ＱＷＬリサーチ。セ
ン
タ
ー
」
が
設
け
ら
れ
、
七
五
年
頃
か
ら
活
動
を
開
始
し
た
。
リ
サ
ー
チ
。
セ
ン
タ
ー
に
は
運
営
委
員
会
が
お
か
れ
、
当
初
は
、
武
沢
信
一が委員長となった。リサーチ・センターは、『ＱＷＬリサーチ・レポート』を計三冊、一九七五～六年に刊行した
が、そこで刊行は中断した。また、同センターは、全国会議を二回（一九七六年七月、七七年七月）開催し、この会
議には、主要企業のＩＥ専門家などが多数参加し、代表例の報告と討議などがなされた。なお日本能率協会は、これ
とは別に「ＱＷＬ研究会」を一九七四年度に開き最近に至っている。この研究会は実務家レベルの小規模なものであ
日本における「労働の人間化」の動向とその特質
三五
これらは、概して、
心は一同くなかった。
住
宅
、
社
会
保
障
、
生
活
関
連
の
公
共
ス
ト
ッ
ク
の
不
足
な
ど
を
問
題
と
し
た
。
他
方
、
仕
事
そ
の
も
の
へ
の
関
日本における「労働の人間化」の動向とその笹質
一一一一ハ
ろ。以上のように、日本能率協会を事務局とする労働人間化的管理の研究・情報・普及活動は一九七五～七七年の短
期間盛り上った後、停滞した。その背景としては、石油危機後の不況が長期に及び、経営者にとっては「人間化」ど
ころか、小秦の存続自体が問題であるとの意識が強まり、また雇用情勢の深刻化によって、日本における労働疎外症
候群の主要な構成要素であった任意的退職への対応は不必要となったことをあげることができよう。
労働人間化的管理が、ＩＥおよび経営の専門機関である日本能率協会を事務局として展開されようとしたことは日
本においては、後述のように「労働の人間化」が経営の問題として、とくにＩＥの問題として位置づけられる傾向に
あったことと密接に関連しているように思われる。
労働組合の「労働の人間化」に関する政策のうち、労働それ自身に関するものは、概して未展開である。労働組合
運動の関心は、伝統的な労働条件の改善に向けられ、その要求が幾分拡がった程度である。しかし、全電通が、労働
疎外に関する協約を締結した例があるほか、最近では、自動車、電機などの分野で、「労働の人間化」を求める方針
が提起されている。なお、六○年代後半から、組合員の膏蝋蹴調査が、蛍産・単組によってしばしば行なわれ、仕事そ
のものに関する質問がなされることも多かった。しかし、組合員の意識は、世代による相違はあるものの、労働組合
（幹部）に対して、主として賃上げなどの伝統的労働条件の向上を期待するものであった。一方、一部の左派組合は
労働強化を瞥戒・監視する立場で職場の労働実態に関心を示してきたと言ってよかろう。
１
経
営
効
果
優
先
の
傾
向
日本能率協会を事務局とする研究・情報・普及活動は短期間で停滞したが、個別企業としてはどうであろうか。全
国的な調査がなく数量的に正確なことは解らない。しかし、新たに開始したという情報はなく、とくに発展している
とは考えられない。先進的な事例として報告されているものの近況を調査したところ、継続拡大している企業と廃止
したものがある。その理由についてみよう。
労働人間化的管理を先行的に採用し、またそれを継続・拡大するについて、トップの方針、経営理念が貢献したと
思われる。例えば、本田技研㈱熊本製作所は、一九七六年操業を開始した新鋭工場であるが、労働者に嫌われる仕事
を省力化し、エンジン組立工程のコンベアによる速度規制を廃止し（「フリー・フロー・ライと）、「自主管理」を採
（６） 
用している。この会社は特徴ある人事管理をトップの方針として実施して来た企業である。他方、富士重工業㈱群馬
製作所では、工場の一管理者が意欲的に、総組立工程を巡回方式（チームでベルト・コンベアに沿って、一台仕上げ（６） 
るもの。一部重要作業を除く）を樹立していたが、技術上の問題のほか、トップの支持が十分でなく、廃止された。
つぎに、生産性の向上、その他の経営上のメリットは、労働人間化的管理の採用、継続拡大をもたらす要因として
作用したとみられる。東京ガス㈱では、前記の事態に対応し、一九七一～七二年に全社的に、全従業員参加により、
職務拡大・職務充実を含む職務再編成を行ない成果をあげたが、’九七七～七八年には、公衆に対するサービスを改
善するため、営業分野につき、組織再編成を行なった。すなわち、従来は同じ顧客に対し、器具修理、開通・閉鎖な
日本における「労働の人間化」の動向とその特質
三七
三
労
働
人
間
化
的
管
理
の
特
徴
労働人間化的管理は、担当者の技能の範囲を拡げ、あるいは多能工化する場合が多く、これは需要の変動など、環
境変化に弾力的に対応できるため、この点にメリットを認める経営者も少なくない。一九八○～八一年に数社につい
て行なった面接調査でもこの種の回答をした管理者が相当数みられた。
上記の点に加え、ＱＷＬリサーチ・センターの活動経過、新しい管理が例外なく経営側のイニシャチーブで導入さ
れてきた事情も考慮すると、石油危機後の厳しい経営環境のもとでは、業績に不安が少なくトップの方針が明確な企
業を除き、経営に貢献する限りで労働人間化的管理が継続。拡大される傾向があったと推測される。
日本における「労働の人間化」の動向とその特質
三入
どの機能別に別々の作業者がサービスしていたが、小チームにより地区別にすべての機能を分担するように改めた。
これは、職務設計のもたらす効果を経験した同社が、顧客関係改善のためこれを再び用いたものである。
ベルト・コンベアを廃止し小チームによる「モジュール方式」二定範囲のまとまった仕事をチームで分担）を採
用した関東精器㈱では、その適用範囲を次第に拡大して来た。モジュール方式採用にあたっては、高学歴化した女子
従業員の能力を有効に発揮させ働き甲斐ある職場とするというトップの方針もあったが、新方式が旧方式より生産性
が
高
い
こ
と
も
考
慮
さ
れ
た
。
石
油
危
機
以
降
は
経
営
者
の
関
心
は
現
実
的
と
な
り
、
生
産
性
向
上
の
観
点
か
ら
生
産
方
式
を
見
直
す
こ
２
１
Ｅ
的
接
近
先進的に労働人間化的管理を導入した企業において、その担い手となったのは、おおむね企業内におけるＩＥ部門
であった。職務拡大。充実をもっとも早く実施した三菱電機㈱では、一九七一年にＩＥ担当者による「モラール研究
と
と
な
っ
た
。
３
無
人
化
お
よ
び
既
存
技
術
の
修
正
日本能率協会が一九七三年に実施した、大企業（東証一部上場会社）経営者とその企業の労働組合委員長に対する
流れ作業問題に関する、アンケート調査によれば、流れ作業を改善する場合、「できるかぎりロボットなどの機械に
日本における「労働の人間化」の動向とその特質
三九
会
」
が
お
か
れ
、
心
理
的
要
因
等
を
考
慮
し
た
Ｉ
Ｅ
の
あ
り
方
を
研
究
し
、
同
社
の
「
Ｊ
Ｅ
Ｌ
方
式
」
が
成
立
し
た
。
前
記
の
関
東
精
器
、
東京ガスにおいても、生産管理技術者が革新を推進する役割を果した。本田技研熊本製作所、三菱電機飯田工場はい
ずれも、労働人間化的管理を前提とした新工場設計であるが、その施設と配置について、ＩＥ専門家が重要な役割を
担った。ＩＥ専門家以外で、現場の管理者が推進役となった例もあるが、これらを含めて人事労務管理部門は脇役の
位置にとどまった場合が多いようである。
ところで、ＩＥ専門家が「人間的」要素を考慮するようになったとは言え、その専門領域では、科学的管理法以来
（７） 
の諸技法はそのまま利用される。新しい管理の評価についても、技術的合理性が基準となると想定される。三菱電機
においては、ＪＥＬ方式を採用し得る技術的条件を多数の項目にわたって設定した。ベルト・コンベアが大量生産よ
りも一般性のある方式とみなされ、他方、ＪＥＬ方式の適用範囲は狭く限定され、結局、全社的には放棄されるに至
ったと解される。富士重工業群馬製作所においても、生産規模の拡大に伴って、巡回生産方式は不適当と判断された
ようであるＣＩＥ技術に依存するために、その技術的合理性に規定されて、労働人間化的管理の適用可能範囲が狭め
られた可能性がある。ただ、その実証には関連専門分野の共同的検討が必要であり、右の点について十分確認はでき
ない。
日
本
に
お
け
る
「
労
働
の
人
間
化
」
の
動
向
と
そ
の
特
質
四
○
ゆだねる」（社長について択一的回答の一一一九％、労組委員長についての二六％）、および職務拡大・職務充実を否定し、
労働環境を良くし、「労働者が自己管理できるコンベヤ・システムにする」（それぞれ一一一一％、一一三％）との回答が多
か
っ
た
。
調
査
時
点
か
ら
言
っ
て
労
働
人
間
化
的
管
理
に
関
す
る
知
識
が
普
及
し
て
い
た
と
は
考
え
ら
れ
な
い
こ
と
お
よ
び
社
長
の
三
○
％が職務拡大・職務充実を支持していることも考慮しなければならないが、既存の工学的技術および管理技術を徹底
して無人化に至るか、若干修正するとの意見が主流を占めていたと言えよう。
労働人間化的管理を前提とした新工場設計の代表例である、三菱電機飯田工場および本田技研熊本製作所では、部
品の運搬・管理をコンピューター化し、搬送施設を無人化している。また、前者では機械加工工程についても完全自
動化に成功している。後者では、エンジン組立につき、労働者が自己管理できるコンベア・システムとして、「フリ
ー・フロー・ライン」（作業者が自己のペースで担当作業を終えると、ボタンを押し次の作業対象を迎え入れるもの）
を
採
用
し
て
い
る
。
世
界
的
に
、
労
働
疎
外
症
候
群
が
も
っ
と
も
顕
著
に
あ
ら
わ
れ
た
自
動
車
産
業
に
お
い
て
、
日
本
の
経
営
者
の
対
応
も
、
ほ
ぼ
前
記
の
ア
ン
ケ
ー
ト
の
主
流
の
考
え
方
に
沿
っ
て
い
る
と
考
え
ら
れ
、
ベ
ル
ト
・
コ
ン
ベ
ア
を
維
持
す
る
と
と
も
に
、
人
間
工
学的改善、ロボットの採用、コンベアのもとにおける職場運営についての配慮がなされている。
「労働の人間化」は、基本的発想において、テイラー主義的管理を否定し、労働者の価値観、感情、欲求に仕事を
適合させるとの立場に立ち、工学的技術、管理技術を優先する生産システムを否定している。これに対し、上述の傾
向は、工学的技術、管理技術に基本的な信頼を示している。この信頼を背景として、日本の産業は、工業用ロボット
（８） 
の
生
産
お
よ
び
利
用
に
関
し
て
、
世
界
各
国
を
リ
ー
ド
す
る
位
置
を
占
め
る
に
至
っ
た
。
日本の場合、労働人間化的管理として、「自主管理」を掲げるものは少数である。三菱電機中津川工場および飯田
（、）
工場、本田技研熊本製作所、石川島播磨重工業㈱東京第三工場などがその例である。これらを含めて、職務拡大・職
務充実が行なわれたが、その際、職務を個人の担当する課業の集まりとみなすよりは、集団的性格をもつものとみな
日本における「労働の人間化」の動向とその特質
四一
４
管
理
方
法
の
特
徴
労働人間化的管理が導入された場合、具体的にどのような管理技法が採用されているであろうか。概して、欧米諸
国
と
く
に
ア
メ
リ
カ
に
お
い
て
採
用
さ
れ
た
、
職
務
設
計
の
諸
方
式
、
ジ
ョ
ッ
ブ
・
ロ
ー
テ
ー
シ
ョ
ン
、
職
務
拡
大
、
職
務
充
実
が
中
心
となっていると考えられる。戦後日本の経営者は、アメリカで発展した経営理論と技法の摂取に熱心であった。労働
人間化的管理についても同様である。｜例をあげれば、全社的職務再編成を行なった東京ガスでは、このため、大規
模な教育活動を行なったが、その際には、マズロー、ハーッバーグ等の理論が紹介され、末端まで徹底が図られてい
る。その具体化として、職務再編成に当り職務の備えるべき属性が、指示された。訪問調査においても、労働人間化
的管理を導入した管理者はこれらの論者の見解をふまえて、分析と変革を行なっていることが窺われた。
アメリカにおける職務設計は単一ではなくまたヨーロッ．〈のソシオ・テクニカル・アプローチなどとの交流もあつ
（９） 
て多様であるが、概して、個人の担当する職務に、好ましい属性を与璋えることによって、仕事に対し個人が積極的に
関
与
す
る
状
況
を
作
り
出
そ
う
と
す
る
と
こ
ろ
に
特
徴
が
あ
る
と
み
ら
れ
る
。
職
務
充
実
が
そ
の
典
型
的
技
法
で
あ
ろ
う
。
職
務
充
実
を
実現し得るように、物的施設やレイアウトを設計する新工場設計は、そのより高度の発展した形態である。これに対
して、ヨーロッパ諸国では、個人ベースの職務充実と並んで小集団の機能に注目して、自律的作業集団が相当に普及
し
て
、
ヨ
ー
し
て
い
る
。
日本における「労働の人間化」の動向とその特質
四二
す傾向があったと推測される。東京ガスのケースは示唆的である。すなわち、当社は、職務再編成の結果を職務記述
書にまとめたが、これは一定範囲の業務を分担する作業者集団に対応する連合職務記述書となっている。労働人間化
的管理を採用した他の事例においても、職場集団の役割に期待するものが多い。前記のように、アメリカとヨーロッ
パにおける傾向を整理できるとすれば、これはその中間に位置するといってよい。
労働人間化管理を導入した事例は、アメリカの職務設計論に学ぶところが大きいと考えられるが、それぞれの現実
的条件に応じて、創意も発揮されており、欧米諸国の先進的実験に並ぶ重要な経験とみなし得るものもある。しばし
ば言及した、一一一菱電機および本田技研の新工場設計は、欧米諸国でも新工場設計の例が少ないことだけから言っても
注
目
さ
れ
る
。
ま
た
、
欧
米
諸
国
で
は
、
実
験
な
い
し
経
験
が
小
範
囲
に
限
ら
れ
て
い
る
の
に
対
し
て
、
日
本
の
事
例
数
は
少
な
い
が
、
個別の適用範囲が広く、従ってほぼ経営の日常的運営の中に位置づけられてきたことも特徴点とみなし得る。東京ガ
スの全社的職務再編成は、組織開発の発想により、一般従業員の参加によって、職務充実を行なったユニークな事例
と
い
え
る
。
ま
た
、
日
立
造
船
の
多
能
工
化
は
、
職
種
別
の
工
程
編
成
を
場
所
別
の
工
程
編
成
に
変
え
、
個
別
労
働
者
の
技
能
を
伝
統
的
（、）
職種の枠をこ雲えて多技能化するもので、創意ある試みとみなし得る。
５
日
本
的
慣
行
と
の
融
合
４
項
に
お
い
て
、
連
合
的
な
職
務
編
成
の
事
例
に
つ
い
て
述
べ
た
。
こ
れ
は
、
日
本
に
お
け
る
雇
用
慣
行
と
の
調
和
を
図
っ
た
も
の
で
あるとともに、新しい管理を円滑化したと考えられる。同様の事情は、労働人間化管理を導入した他企業にもみられ
る。
第一に、日本の大企業は、従業員を長期継続的に雇用することを予定し、従業員もそれを期待しているため、従業
員の企業に対する帰属意識がｌ濃淡の差はあろうがｌ｜般的に認められる．ベルト・ニンベァによる他律的速度
規制を廃止した場合、従業員が自発的に従来の能率を維持しなくては、経営は維持し得ない。また、一般従業員に監
督者やスタフの伝統的機能を委ねた場合、従業員が経営と一体化し、いわば小経営者として行動することが経営にと
って最も望ましい。強い帰属意識はこのため有利な条件である。三菱電機飯田工場のＪＥＬ方式による組立工程では、
物理的な他律的速度規制はないが、四～五名からなる小グループに週単位で生産の目標が与えられ、各グループは毎
日の生産目標を定め、終業時に目標と実績のずれについてグループで検討し、班長の助言をうけることになっている。
作業担当者はこの方式に満足しており、会社ないし工場との一体感が支配している。関東精器の、ベルト・コンベア
を存続している分野では、月間生産目標に対して班レベルでコンベア・スピードを自らコントロールしている。西武
百貨店の「ショップ・マスター」制では、女子従業員を店内の小店主のように位置づけ、従来分化していた商品仕入
れを含めて管理させている。この制度は監督者レベルでの職務拡大であるが、本田技研熊本製作所の「自主管理」で
は、経験年数の短い女子従業員が外注品の発注を行なっている．これらの権限の委譲はＩ逆の因果関係も考えうる
がＩ既発表の報告などから判断すれば、従業員が経営と一体化した行動することを期待できたため大胆に採用され
従業員の会社帰属意識は、能率の維持向上、コスト低減、品質の維持など経営目的のため、従業員が協力し自ら努
力する傾向を伴っており、職務拡大、「自主管理」などによって、半ば自律的に従業員が経営の意図する方向の行動
をとる。このことは、労働人間化的管理が定着した事例において、それを促進した要因とみなされよう。
日本における「労働の人間化」の動向とその特質
四三
たと推測される。
日本における「労働の人間化」の動向とその特質
四
四
第二に、面接調査によれば、労働人間化的管理の導入にあたって、ＩＥ的な管理に従業員が習熟するような教育が
行なわれるとともに、他方においては人間関係論的配慮がなされている。これを新工場設計の二例についてて見れば、
三菱電機飯田工場の場合、工場新設に当り採用された工場経験のない高校卒の学歴をもつ従業員は、本工場である中
津川工場のベルト・コンベア作業につき、標準化された動作などを経験した。新工場におけるＪＥＬでこの経験が活
かされることが期待された。また、ＪＥＬ方式ではグループによる生産量、品質の維持が行なわれるが、グループに
よ
る
協
力
関
係
が
容
易
に
成
立
す
る
雰
囲
気
を
つ
く
る
た
め
、
当
初
、
生
産
と
直
接
関
係
の
な
い
分
野
で
自
主
的
な
サ
１
ク
ル
活
動
な
ど
を
行
な
う
よ
う
奨
励
し
た
。
例
え
ば
、
物
品
販
売
を
自
主
的
に
行
な
う
ク
ラ
ブ
は
、
商
品
の
仕
入
れ
、
ス
タ
ン
ド
に
よ
る
販
売
（
代
金
を
置
い
て
品
物
を
持
ち
去
る
も
の
）
を
自
主
的
に
行
な
っ
た
が
、
こ
の
販
売
方
式
の
運
営
は
、
従
業
員
相
互
の
信
頼
関
係
を
高
め
る
た
め
貢
献
し
た
と
報
告
さ
れ
て
い
る
。
本
田
技
研
熊
本
製
作
所
で
も
、
工
場
稼
働
に
先
立
っ
て
採
用
さ
れ
た
新
規
学
卒
者
は
、
既
設
の
伝
統
的
な
管理下の工場で二年間訓練をかねて実地の経験をもった。当工場は、工場敷地の提供者を雇用する措置をとったが、
工場生活の経験のないこれらの人々が、工場組織の一員として定着するについては、「自主管理」活動が生産に直接
関係のない分野に及びそこに参加の場を得たことが有益であったとされる。類似の経験は、日本電気㈱の一工場にお
け
る
、
グ
ル
ー
プ
生
産
方
式
お
よ
び
「
自
主
管
理
」
（
「
ミ
ニ
会
社
」
）
導
入
の
過
程
で
、
生
産
関
連
事
項
よ
り
も
ま
ず
人
間
関
係
の
改
善
に
管
理
者
が
努
力
し
た
ケ
ー
ス
に
も
み
ら
れ
る
。
以
上
、
対
照
的
な
管
理
の
原
則
に
沿
っ
て
、
独
自
の
価
値
観
・
感
情
・
欲
求
を
も
つ
労
働者を従業員として統合するためのより直接的な働きかけがなされている。このうち、とくに人間関係論的な施策が
有
効
に
機
能
し
た
と
み
ら
れ
る
こ
と
は
、
日
本
の
労
務
管
理
の
傾
向
と
一
致
す
る
。
６
協
力
的
労
使
関
係
労
働
人
間
化
的
管
理
を
採
用
し
た
企
業
の
労
使
は
、
協
力
的
な
関
係
を
維
持
し
、
さ
ら
に
は
、
わ
が
国
民
間
産
業
の
一
般
的
傾
向
以
上
に、経営に対して協力的である。自動車、電機などの産業は労働疎外症候群の顕在しがちな産業であるが、日本にお
け
る
こ
の
分
野
の
労
働
組
合
の
主
流
は
、
Ｉ
Ｍ
Ｆ
・
Ｊ
Ｃ
ま
た
は
同
盟
の
路
線
に
従
い
、
ま
た
そ
の
担
い
手
で
も
あ
る
。
こ
れ
ら
の
路
線
では、生産・経営の問題について対抗的な交渉により経営者に臨むよりは、協議と参加の姿勢をとっている。職種複
合化を実施した日立造船は、経営参加に関し産業界のリーダー的な役割を果たしてきた企業である。また、モジュー
ル生産方式を採用した関東精器の労働組合は、労働生産性を推進する立場にあり、労使協議した生産計画について、
労働組合は実績とのずれを監視している。他の事例においても近年深刻な争議の経験はなく、労使は調和的な関係に
ある。労働組合の協力的・参加的姿勢は、経営者が組合員でもある従業員に対して伝統的な権限を与える際の不可欠
な
条
件
と
み
な
し
て
よ
い
で
あ
ろ
う
。
生産関連の問題についての労使間協議の慣行は、これらの企業についても、他の一般の企業と概ね同様である。本
社レベルでの定期的協議、工場レベルでのこれに対応する協議があり、協議の結果は組合のルートを通じても末端に
伝えられる。工場内の管理者レベルでは労使間協議はなく、管理者が生産計画等を実施する。小集団活動、「自主管
理」の運用に労働組合は関与していない。また、新制度の導入にあたっては、経営側から労働組合に説明することを
中心とした協議が行なわれている。労働組合が新制度についてどのように反応したかについて十分な情報は得られな
かったが、事例をあげれば、東京ガスの職務再編成に当っては、組合内に働き甲斐対策を要望する声があり、円滑で
あった。本田技研熊本製作所の場合、労働組合は公式には「自主管理」に対し中立の立場をとってきた。これは、組
日
本
に
お
け
る
「
労
働
の
人
間
化
」
の
動
向
と
そ
の
特
質
四五
日本においても、労働疎外症候群が現われ、個別企業にとっては重要な問題となったが、平均的には、欧米におけ
る
場
合
と
比
較
し
軽
微
で
あ
っ
た
と
先
に
述
べ
た
。
と
く
に
、
出
勤
率
は
高
く
、
製
品
の
品
質
は
、
Ｑ
Ｃ
サ
ー
ク
ル
な
ど
の
措
置
も
あ
っ
て
向
上
し
た
。
こ
の
よ
う
に
労
働
疎
外
症
候
群
が
軽
微
で
あ
っ
た
背
景
と
し
て
は
、
高
度
成
長
の
後
半
に
お
い
て
も
、
本
格
的
な
労
働
力
不足が持続していたとは必ずしも言えないこと、経営者が未然の対策を講じたことのほか、日本的な雇用慣行が、労
働疎外症候群の深刻化の防止に寄与したと考えられる。労働人間化的管理を採用した企業について、それが円滑に機
能し定着するについては、日本的一雇用慣行が寄与したことについてすでにふれた。すなわち、業務を集団で分担する
職務と人との関係、長期継続雇用を背景とする強固な企業帰属感と従業員の経営目的への参加、人間関係的な要素に
日
本
に
お
け
る
「
労
働
の
人
間
化
」
の
動
向
と
そ
の
特
質
四六
合員にとって不利な状況があらわれた場合に、経営を批判する自由を確保するためであろう。これは、労働人間化的
管
理
を
導
入
し
た
企
業
の
労
働
組
合
と
し
て
は
、
も
っ
と
も
経
営
に
対
し
て
距
離
を
お
い
て
い
る
例
で
あ
っ
た
。
５でふれたように、労働人間化的管理では、しばしば従業員が経営と一体化することを求めてきた。また、右に述
べたように、工場内の職場レベルでは、労働組合は、直接には機能していない。従って、経営と労働組合とは異った
価値観・感情・欲求をもつ労働者は、労働人間化的管理にあたって、孤立化する可能性がある。労働人間化的管理の
み
に
固
有
な
事
情
で
は
な
い
が
、
経
営
に
よ
る
従
業
員
の
統
合
が
過
度
に
及
ぶ
場
合
、
労
働
組
合
が
経
営
と
一
体
的
な
姿
勢
を
と
っ
て
い
る
こ
と
が
多
い
と
想
定
さ
れ
る
の
で
、
こ
の
よ
う
な
問
題
が
仮
に
発
生
し
、
顕
在
化
し
よ
う
と
す
る
場
合
有
力
な
歯
止
め
に
欠
け
る
こ
と
と
な
ろ
う
。
四
日
本
的
慣
行
に
よ
る
「
労
働
の
人
間
化
」
よって結合する職場集団がそれである。労使関係も、これらと関りっっ協力的である。労働人間化的管理を採用しな
かった、大企業を中心とする企業においても、これらの要素は、意図的というより、自然発生的に、労働疎外症候群
の深刻化を防止する機能を果したのである。
本節では、日本的な雇用慣行と管理のなかで「労働の人間化」の効果をもっと思われるもの、すなわち、労働疎外
症候群の発生に対応し、労働者の固有の価値観。感情。欲求を実現することにより、経営への統合を容易ならしめる
慣行・管理について補足したい。
第一に、職務分担の集団的性格に関して言えば、日本では業務が係、班などの集団に対して割当てられ、集団の構
成員は、能力に応じて業務の一部を分担したり、負担を公平ならしめるためローテーションを行なったりすることが
多い。作業に関して集団全員の協議により意思決定がなされる。集団を経営の一分肢として掌握する監督者は、集団
の意思を尊重して意思決定する。集団内では、仕事に関し相互的援助が行なわれる。また、個人は集団の日常的機能
遂行のなかで技能を習得する。この集団は、経営によって与えられた一定の枠内ではあるが、集団の運営について自
律性がある。この集団はまたレクリエーション冠婚葬祭など、仕事以外の交際の単位ともなる。実態は多様であるが、
類型的には、一般の従業員は以上のような職場集団を構成していると考えられる。
ところで、労働人間化的管理の重要な方法のひとつは、自律的作業集団である。伝統的な作業組織において第一線
監督者に与えられていた権限および一部のスタフ機能が作業集団に委譲される。欧米におけるこの新作業組織と、日
本の自然発生的な職場集団が、少なくとも類似した機能を果していることは明らかで、相互協力、自己実現、技能伸
張などの場となっていると言える。
日
本
に
お
け
る
「
労
働
の
人
間
化
」
の
動
向
と
そ
の
特
質
四七
日
本
に
お
け
る
「
労
働
の
人
間
化
」
の
動
向
と
そ
の
特
質
四八
工学的技術・管理技術は日本の職場集団の機能にも影響を及ぼしている。ベルト・コンベアのもとでは、作業に関
する自治は制限されざるを得ない。また、作業者間の意思疎通が妨げられる傾向にある。これに対して、自動化され
た
装
置
産
業
で
、
少
数
の
職
場
集
団
が
監
視
業
務
を
担
当
す
る
場
合
は
対
照
的
傾
向
が
生
ま
れ
よ
う
。
し
か
し
、
ベ
ル
ト
・
コ
ン
ベ
ア
の
もとでも職場集団の自律性は弱体しつつも存続し、経営もこれを強化する政策を採用しているようである。例えば、
自動車産業においても、相互の助け合いが奨励されていること、個別労働者の能力に応じて集団内の配置を自主的に
決
定
し
て
い
る
こ
と
、
集
団
内
の
社
会
的
関
係
が
維
持
さ
れ
て
い
る
こ
と
、
会
社
も
、
新
入
社
員
が
職
場
集
団
お
よ
び
工
場
の
雰
囲
気
、
労
働
生
活
に
慣
れ
る
よ
う
、
「
ビ
ッ
グ
・
ブ
ラ
ザ
ー
」
な
ど
の
制
度
を
導
入
し
て
い
る
こ
と
な
ど
が
そ
の
例
で
あ
る
。
こ
の
点
と
関
係
し
て、日本では、ＩＥ的管理が職場集団の作業の細部まで直接的に貫徹していないことが注目される。ＩＥ技術者が、
標
準
時
間
、
作
業
基
準
な
ど
を
設
定
す
る
が
、
職
場
集
団
が
こ
れ
を
修
正
し
て
運
用
す
る
こ
と
が
少
な
く
な
か
っ
た
。
す
な
わ
ち
、
テ
イ
ラー的管理は、基本的に維持されつつも修正されてきたのである。さきの日本能率協会のアンケートで、経営者の方
針の主流をなした考え方はこの事実を反映しっ、その実績に確信を示したものと解釈することができよう。
第二に、長期継続雇用の慣行と関連して、従業員が技能を伸張し上位の職務につく可能性が、基幹従業員に対して
与えられてきたことが重要である。一時点において労働疎外的な状況におかれた従業員も、やがて、より大きな責任
を
も
ち
能
力
を
発
揮
で
き
る
地
位
に
つ
く
こ
と
を
期
待
で
き
る
。
労
働
人
間
化
的
管
理
の
手
法
と
し
て
の
職
務
拡
大
や
職
務
充
実
に
お
い
て、それが行なわれる前後を比較すれば、心理的な満足が増大し、必要とされる技能の種類・程度が拡大するであろ
う
が
、
や
が
て
、
新
し
い
状
況
に
適
応
す
る
と
と
も
に
、
再
び
仕
事
に
関
す
る
不
満
が
発
生
す
る
可
能
性
が
強
い
。
わ
が
国
の
実
例
に
お
い
て
も
、
東
洋
通
信
機
㈱
の
「
ラ
ウ
ン
ド
・
テ
ー
ブ
ル
」
に
つ
い
て
、
そ
の
よ
う
な
事
実
が
報
告
さ
れ
て
い
る
。
東
京
ガ
ス
で
は
、
職
務
再
編
成
に
あ
た
り
、
こ
れ
を
事
業
所
レ
ベ
ル
以
下
の
永
続
的
過
程
と
す
る
方
針
を
定
め
、
職
務
充
実
に
よ
る
従
業
員
の
満
足
感
の
持
続
を
目
指
し
た
。
一
回
か
ぎ
り
の
職
務
拡
大
や
職
務
充
実
に
比
較
し
、
日
本
の
慣
行
と
管
理
は
、
従
業
員
に
対
し
て
持
続
的
な
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
を
与
え
得
る
か
も
知
れ
な
い
。
し
か
し
、
時
間
的
経
過
と
と
も
に
上
位
の
職
務
に
つ
く
と
言
っ
て
も
、
従
業
員
間
の
競
争
を
通
じ
能
力
を実証することによって、それが現実となる側面もあり、企業への過度の統合という別の問題を避けられない。
第三に、ＱＣサークルなど小集団活動について見よう。これらの小集団活動は一九六○年代後半から、’九七○年
代を通じてわが国企業にひろく普及した。本稿との関連で注目されることは、小集団活動が、仕事に関連して従業員
が創意を発揮し、学習し、社会的承認を得る機会となっていることである。小集団は、事実上、経営組織の末端であ
る職場集団と同一のことが少なくない。本来の業務とは別個に、業務に関連した主題が選択され、各種の管理技法を
利用しつつ問題解決に至る。これらの問題は、伝統的な組織では監督者またはスタフの機能である。従って一般従業
員
は
、
公
式
組
織
に
お
け
る
伝
統
的
役
割
に
加
え
て
、
臨
時
的
に
、
経
営
的
な
機
能
に
参
加
す
る
こ
と
と
な
る
。
小
集
団
の
扱
う
問
題
が
もともと職場集団の権限である場合は、問題解決の案は直ちに実施されよう。もし、そうでない場合は、経営に対す
る提案として管理者により採否が決定されよう。伝統的組織における管理者の権限を維持しつつ、しかも一般従業員
に自発的活動の場を与えていると言える。小集団活動は、組織の変革を原則として伴わないから、経営にとっては新
作業組織を採用することによる危険を伴わずに、従業員の統合を推進することができる。この現実的な従業員参加の
方法によって、品質、設備、コストなどの改善がなされ、その実績にかんがみ、広く普及することとなった。
以上、日本の雇用慣行・管理は、平均的なものにおいても、労働疎外症候群の発生を緩和し、従業員の経営への統
合に寄与している。そこで、欧米の労働人間化管理が紹介されても、そこで開発された技法をあえて採用する必要は
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五○
必ずしもないことになる。三菱電機がＪＥＬ方式を試みた後、伝統的組織のもとの小集団活動に政策を転換したこと
は、示唆的である。この転換により一般の会社と同様な方法で、ＪＥＬ方式と同様の効果を期待し得ると判断したの
である。新しい作業組織が有効と認められ継続拡大した例を示した通り、職務充実や「自主管理」がわが国では発展
の
余
地
が
な
い
と
言
う
の
で
は
な
く
、
上
記
の
整
理
か
ら
す
れ
ば
、
発
展
す
る
と
し
て
も
、
技
術
、
経
営
理
念
、
従
業
員
の
属
性
な
ど
に
おいて適切な分野に限られるであろうと推定される。
結びにかえて一言すれば、日本の企業は、主として伝統的組織プラス自主管理活動あるいは伝統的組織。管理の若
干の修正によって、労働人間化的管理に代わる管理を行なってきたし、今後もその傾向が続く可能性がある。しかし、
日本的な雇用慣行・管理が従業員の過度の統合に陥る危険もなくはない。したがって、独自の価値観。感情。欲求を
も
つ
労
働
者
が
企
業
内
に
お
い
て
も
、
そ
の
存
在
を
保
障
さ
れ
る
こ
と
が
、
ま
ず
も
っ
て
必
要
と
な
る
よ
う
に
思
わ
れ
る
。
欧
米
の
「
労
働
の
人
間
化
」
は
、
こ
の
こ
と
を
当
然
の
前
提
と
し
て
い
る
わ
け
で
あ
る
が
、
日
本
で
は
そ
の
前
提
が
確
立
し
て
い
る
と
は
、
必
ず
し
も
言えず、また、常に弱体化させられ、人間そのものが管理される傾向があるからである。最近、経済同友会が、企業
一辺倒の従業員像を否定し、多面的・多様な従業員像が企業の活力維持にとっても必要であるとの提言を行なったが、
企業への過度の統合が企業にとっても有益とは言えないとの認識を示したものとして、「労働の人間化」の文脈にお
いて注目したい。この問題に関しては、経営者の政策のみでなく、｜節で述べたように少数者の権利問題を含む労働
人間化的社会政策、企業の枠を超えた労働組合の活動が関連をもっている（一九八一・八・一一一、ジュネーブ）。
付記本稿の基礎となった訪問調査について法政大学特別研究助成金（昭和五五年度）を受けた。
注（１）単行書として本稿と関連するものは、武沢信一編『労働の人間化Ｉ始動したＱＷＬ革命』一九七五年、総合労働研究所、
奥林康司『労働の人間化．その世界的動向』’九八一年、有斐閣などである。
（
２
）
正
確
に
は
背
景
と
一
三
ア
ン
ス
を
異
に
す
る
が
、
本
稿
で
は
区
別
し
な
い
で
用
い
る
。
（３）人間的（盲目：）の語では、しばしば、心理（学）的・社会学的側面なり、行動科学的側面が含意されているようである。
筆者は、「労働の人間化」を問題とする場合、より広範、多様な労働者の態度・行動に着目すべきであると考える。
（４）□日（＆の目ののロのご日日の貝・開国８言》屋月畳・ロ山＆ゴの冨尉の》『・忌冒」ミ⑲、言蔦ｓ：ａｓのごミミ日墨ご萬貝・
『言啓向、ミミミ国員等》国曽ｎ畳§・ミヨの（ご愚》岳目・はその代表例。
（５）長町三生編『職務設計の理論と実際ｌ聯務充実を実現する生産システム』一九七五年、日本能率協会、所収事例から。
（６）兼子宙監修『職場の自主管理１日木型展開の理論と実際』一九七七年、日本労務研究会、所収事例による。なお、本田技
研の「自主管理」の場合、｜股作業者が、通常は監督者やスタフに属する広い範囲の機能に関与するが、新しい決定につい
ては係長が拒否権をもっている。他の企業でも「自主管理」と言っても一定の限界の中におけるものである。資本主義国の
自律的作業集団についても、一般に同様と考えられる。
（７）長町三生編、前掲書一○六ページ。
（８）ロボット利用・無人化は、少なくとも当分の間、テイラー的工場管理システムの部分として位置づけられる可能性が強く、
作業者の価値観・感情・欲求を尊重することに直接連るとは言えない。従って、これを労働人間化的管理の一部とみなすこ
とに疑義がなくはない。しかし他方、危険な作業、嫌われる作業、肉体的負担の多い作業、心理的緊張を伴う作業をなくす
ことは、「労働の人間化」の共通的な問題解決の方向に沿っている。ロボット利用、無人化はまたコストの低減など、もっ
ぱら経営的目的のためにも導入されうることは明らかである。
（
９
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日本における「労働の人間化」の動向とその特質
⑯）兼子宙監修、前掲書の事例
五）Ｉ長町三生編、前掲書の事例
五
